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令和８年６月30日 

 

三鷹市議会議長 伊 藤 俊 明 様 

 

文教委員長 大 倉 あき子 

 

文教委員会審査報告書 

 

本委員会に付託された事件を審査の結果、下記のとおり決定したので報告いたし

ます。 

 

記 

 

○ 委員会開会年月日 

 

(1) 令和８年５月21日 

(2) 令和８年６月19日 

(3) 令和８年６月30日 

 

○ 付託案件及び審査のてんまつ 

 

１ 議案第37号 保冷剤付き背当てパッドの買入れについて 

 

この議案は、熱中症対策を推進し、市立小学校児童の通学時の身体的負担の軽減

や熱中症の予防を図ることを目的として、ランドセル用に開発された保冷剤付き背

当てパッドの買入れを行うため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第３条の規定により、提案されたものであります。 

 

本件審査に当たり、委員から出された主な質疑は次のとおりであります。 

 

・保冷剤付き背当てパッドの買入れに係る当初予算額と予定価格との乖離及び

冷凍庫の購入に係る入札結果等について 

・熱中症対策として保冷剤付き背当てパッドを選定した経過と通学時における

児童の熱中症事例等の状況把握等について 

・児童、保護者、教職員及び医療関係者からの意見聴取の実施の有無等につい

て 
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・児童を対象にした熱中症対策の実施に係る他自治体の取組状況等について 

・全児童へ一律配付することとした考え方と次年度以降における費用の見通し

等について 

・在校中における保冷剤の管理主体と放課後における対応の考え方等について 

・各小学校の教室内に冷凍庫を設置することとした考え方と管理に係る教職員

の負担等について 

 

また、委員会は審査の参考とするため 

 

・保冷剤付き背当てパッドの買入れについて 

・入札及び契約の過程並びに契約内容（保冷剤付き背当てパッドの購入） 

 

の資料の提出を求め、審査を進めました。 

 

次いで、討論に入りましたが、その過程で大要次のような意見が述べられました。 

 

〔反対討論〕 

(1) 前田まい委員（日本共産党三鷹市議会議員団） 

地球温暖化対策は待ったなしであるが、買入れの目的に掲げられた「熱中症対

策を推進し、（中略）通学時の身体的負担の軽減や熱中症の予防を図るため」の

取組が必要とされるほどの三鷹市内の子どもについての熱中症被害は確認できな

かった。熱中症対策、特に登下校中の熱中症対策が必要であることは否定しない

が、必要とするだけの具体的根拠はほとんど示されず、市の事業として公費を投

入し取り組むだけの必要性は高くはないと考える。 

既に各家庭において登下校中の熱中症対策は行われており、通学距離など、対

策の必要性や希望ニーズにも差がある。保冷剤付き背当てパッドの一律配付を取

組として選択し、実施するとしたことについて、子どもや保護者、学校現場への

ヒアリングは行われておらず、医療現場からの指摘を踏まえての別の検討もなか

った。 

中学生には何ら配付しないという点では、熱中症対策の取組の範囲として公平

とは言えないのではないか。中学生はランドセルを背負わないが、ならば別の熱

中症対策グッズを配付することも検討すべきである。 

また、保冷剤付き背当てパッドが、ほかのグッズに比べてより有効な熱中症対

策グッズと言えるのか、市が公費を投じるほどのものか、検討した上で決定した

という事実も確認できなかった。自宅と学校の距離が近い子など、熱中症対策グ

ッズがさほど必要ない子どももいる。既に日傘やネッククーラーなどで対策済み
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の子どももいる。現６年生は、次年度以降の使用は見込めず、僅か１か月半ほど

しか使用できない。学童保育所や地域子どもクラブを利用する子どもの帰り時間

の保冷効果を保証することも事前には検討されていなかったことも分かった。 

１人当たりにかかる費用は決して安価ではなく、限られた教育予算の振り向け

方としても適切とは言えないと考える。 

一度配付した後、紛失や破損の場合の買換えは各家庭の負担となるが、安価で

はなく、家庭での購入をためらうことに鑑みれば、一定の支援の継続が実施の場

合には必要ではないかと思う。 

 また、学校現場への事前の聞き取りを実施せず、教員の負担を増やすことにな

ることは極めて問題である。朝と帰りの保冷剤の出し入れによる混乱は必至であ

る。 

ゆとりがあるわけでもない教室に冷凍庫が設置されることによる教育活動への

制約や冷凍庫の転倒など、安全面のリスクも考慮されていない。 

登下校のみならず、中学校の部活動を含む学校生活全般における熱中症対策を

検討すべきであり、暑い中の登下校中の熱中症リスクを下げたいのであれば、８

月終わりからの２学期始業を９月からに戻すことも検討すべきである。 

各家庭に背当てパッドを希望するか否か事前希望制によって実施することを求

めたが、あくまでも小学生に一律に配付した上で、不要な家庭からは返却しても

らう方向とのことであった。家庭にも教員にも負担をかけるものであり、方法と

して全く合理的でない。 

公費を投入し取り組むこととして公平かつ適当とは認められず、教員の負担増

は必至であり、実施した場合の影響や懸念についての事前の検討がほとんどなさ

れていないことは問題である。事業実施の中での検討ではなく、事前の十分な検

討を図るよう、今後の事業判断においても見直しを求めるものである。 

背当てパッド１人当たりの費用約2,300円分、冷凍庫設置分に相当する教育費

は、タブレット補償費や学用品等、教育にかかる私費負担の軽減など、より有効

な取組にこそ振り向けるべきと考え、本議案に反対する。 

(2) 石井れいこ委員（れいわ・市民自治の会） 

夏季の登下校時における暑さ対策の必要性については十分に理解しており、熱

中症対策の強化そのものを否定するものではない。 

しかし、本市はこれまで他自治体の事例や効果を検証しながら施策を進めるこ

とが多かったにもかかわらず、本件については先行して全小学生への配付を決定

するだけの十分な根拠が示されたとは言えない。 

また、子どもたちや保護者、さらには現場で対応する教職員への十分なヒアリ

ングが行われず、医療の観点も含まれないまま事業を進めることは、行政の独善

につながりかねないものであり、極めて慎重であるべきと考える。 
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質疑を通じても、先行自治体の調査では高学年の利用率が低い実態があること

が明らかになった。そうした状況にもかかわらず、子どもにとって最も効果的な

対策を比較検討した結果というよりも、背当てパッドの購入ありきで進められた

との印象を拭うことはできなかった。 

また、紛失の心配がなく、学校生活の中でも活用できる冷水器の設置について

十分に検討されたのか理解することができなかった。さらに、ネッククーラーを

冷やす環境整備など、既存の設備や取組を活用する方法についてもなお検討の余

地があったと考える。 

加えて、ランドセルの重量が課題となっている中で、新たな持ち物が増えるこ

とによる負担への配慮や運用面の課題も十分に整理されていない。結果として、

子どもだけでなく、保護者や教職員にも新たな負担が生じることが懸念される。 

熱中症対策は重要だが、限られた財源の中では効果や優先順位を慎重に見極め

る必要がある。とりわけ、小学生だけでなく、中学生も含めた総合的な熱中症対

策こそ検討されるべきである。 

あわせて、子どもたちや家庭、教職員の負担軽減につながる施策について改め

て検討するとともに、これまで議会や市民から寄せられてきた様々な要望につい

ても前向きに取り組むことを強く求め、本議案に反対する。 

(3) 中泉きよし委員（日本維新の会） 

熱中症対策は待ったなしとの発言が何度か繰り返されたが、令和７年の熱中症

による救急搬送は、三鷹市内の６から14歳で４件とのことで、それが通学中なの

かどうか、状況は未確認とのことである。 

事例説明されたのはこれだけであり、その程度の状況把握で熱中症対策は待っ

たなしを連呼することは、必要かつ適切な施策を見誤るおそれが大きいことを指

摘する。 

熱中症対策の必要性は認めたとしても、その施策として、全国で僅か２自治体

での事例しかないランドセル用保冷剤付き背当てパッドに一足飛びで大きく飛躍

することに強い疑問を持つ。 

去る６月８日の教育委員会定例会における医療関係者の教育委員の考え、暑さ

対策に最も効果的なのは、首の後ろを冷やすこととの意見を事前に聴取していな

かったことは、教育委員会の在り方として強い懸念を持つ。 

これまでの議会や教育委員会での質疑を聞く限り、熱中症対策のために多くの

選択肢からその有効性により背当てパッドが選ばれたというよりは、背当てパッ

ドを購入したいという動機が先にあり、ほかの選択肢の検討はしていないのでは

ないかとの懸念が頭をもたげる。 

予算計上時の3,900万円に対して、実際は概算で2,165万円と600万円の計2,800

万円弱というのは差額があり過ぎる。入札制度の成果とうたう一方で、予算計上
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時の積算をもっと丁寧に行うべきである。 

先行する２自治体での調査では税金で対応すべきではないとの声があったとの

情報は、もっと早い段階で議会や教育委員会に開示すべきことである。 

検討、審査、採決にはメリット、デメリット含めた情報が必要であり、特にこ

こまでの議会での質疑を通じて慎重な意見が数々提起されている本件のような公

金による新事業の審査、採決には必要不可欠なものである。 

今後、他事業も含め、行政部とは別の組織である議会が審議、採決するという

ことが、日本国憲法上も、地方自治法上も、そして三鷹市自治基本条例上も、ど

のような意味を持ち、それを実効あるものにするにはどのような振る舞いが必要

なのかを深く考えるべきである。 

そして、それは、行政サイドに一方的に期待するのではなく、議会側もその気

概を持って審議に臨まなければならないとの自戒を込め、子どもにとっての通学

中の熱中症対策の最適解はほかにあるのではないかと強く指摘し、その再検討を

求め、反対する。 

 

以上の討論の後、議案第37号について採決いたしました結果、本件については、

可否同数のため委員長裁決により原案を可決すべきものと決定いたしました。 

 

２ 所管事務の調査について 

三鷹の教育・文化・スポーツの振興策に関することについて 

 

本件については、なお調査の必要がありますので、議会閉会中の継続審査の議決

をお願いいたします。 

 


